
 

 

令 和 ２ 年 ８ 月 ７ 日 

国土技術政策総合研究所 

 

空き家を有効活用して、地域の活性化へ！ 
～建物の用途変更等の円滑化に向けた、 

規制緩和の運用実態に関する解説書を刊行～ 

 

○ わが国では、あるべき市街地像の実現のため都市計画に定められた用途地域毎に建

物用途規制（用途地域における建築禁止用途に加え、一定の用途に対する原動機の
出力基準や面積基準等）が運用されています。 

○ しかし、用途地域によっては、地域活性化等に寄与し得る建築物であっても、建物用途
規制に適合せず、立地（新築、増築、用途変更）を断念するケースも見受けられます。 

○ 一方、都市計画法等には、地域の状況に応じて禁止用途の立地を認める緩和手法や

特例許可の制度が用意されています（都市計画法：特別用途地区、地区計画、建築基
準法：法第 48 条ただし書許可、…等）。 

○ ただし、国総研が地方公共団体に実施したアンケート調査によれば、「大臣承認手続き

のハードルが高い」（特別用途地区、地区計画）、「地方公共団体の審査技術が確立し

ていない」「申請者の側も許可の見通しが立たず申請を見送る傾向がある」（法第 48条
ただし書許可）等の要因から、適用実績は必ずしも多くありません。 

○ そこで今回、国総研では、建物用途規制緩和手法の運用円滑化のため、地方公共団

体及び申請者双方に向けた建物用途規制緩和手法の運用実態に関する解説書を刊
行しました。 

○ 本書では、各手法の使い分け方を始め、具体的な手続き・審査のプロセスや緩和に際

しての留意点等を、法令（法律、政省令、告示、技術的助言等）をベースに、地方公共
団体での運用実態調査結果を踏まえつつ、事例を交えながら解説しています。 

○ 本書が、地域活性化や観光振興等につながる空き家の用途変更による有効活用の円

滑化等※、地域ニーズに応じたきめ細かな建物用途規制の運用の一助になることを期
待しています。 

※： 本書は、建築物の用途や状態、用途変更と建築の別、既存建築物であるか否かを問

わず、建物用途規制の緩和を検討する際にご活用いただけるものです。 
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国総研では、建物用途規制緩和手法の運用実態に関する解説書を刊行しました。 

空き家の用途変更による有効活用の円滑化等※を期待し、地域で認められていない建物

用途の立地を特例的に認める規制緩和手法の運用実態について解説しています。 



■本解説書の入手方法 

国総研ホームページの下記 URL からダウンロードして下さい。 
ダウンロード URL http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn1123.htm 

 

 

  
（お問い合わせ先） 

国土交通省 国土技術政策総合研究所 都市研究部 

都市計画研究室 室長  勝又  済 （内線 4521） 

都市開発研究室 室長  石井儀光 （内線 4516） 

TEL：029-864-2211（代表）    FAX：029-864-6776 

nil-tosikei@mlit.go.jp 
nil-tosikai@mlit.go.jp 
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住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

床面積150㎡以下のもの × △ △ △ ○
床面積150㎡超、500㎡以下 × × △ △ ○
床面積500㎡超、1,500㎡以下 × × × △ ○
床面積1,500㎡超、3,000㎡以下 × × × × ○
床面積3,000㎡超 × × × × ×

上記以外の事務所等 × × × △ △
ホテル、旅館 × × × × △
ボーリング場、スケート場、水泳場等 × × × × △
カラオケボックス等 × × × × ×
マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券売場等× × × × ×

： ： ： ： ： ：

兼用住宅で、非住宅部分の床面積が、50㎡以下
かつ建築物の延べ面積の２分の１未満のもの
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用途地域内の建築物の用途制限

○：建てられる用途
×：建てられない用途
△：面積、階数などの制限あり

住
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建物用途規制の例

用途地域内の建築物の用途制限 

○：建てられる用途
×：建てられない用途
△：面積、階数等の制限あり

 わが国では、あるべき市街地像の実現のため都市計画に定められた用途地域

毎に建物用途規制（用途地域における建築禁止用途に加え、一定の用途に対

する原動機の出力基準や面積基準等）が運用されています。

 しかし、用途地域によっては、地域活性化等に寄与し得る建築物であっても、建

物用途規制に適合せず、立地（新築、増築、用途変更）を断念するケースも見受

けられます。

 例えば、床面積が 150 ㎡を超える物販店や飲食店は、第１種及び第２種低層住

居専用地域には、原則立地できません。旅館は、第１種・第２種低層住居専用地

域、並びに第１種・第２種中高層住居専用地域には、原則立地できません。

旅館物販店・飲食店

参考資料

建物用途規制に適合することが困難な例（イメージ）
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主な用途規制緩和手法の種類と適用事例

特別用途地区は、一定の地区について用途地域を補完し、特別の目
的から特定の用途の利便の増進又は環境の保護を図るため、地方公
共団体が指定する都市計画の制度です。

特別用途地区の区域内では、条例により用途規制を強化又は緩和す
ることができます。用途規制を緩和する場合には、国土交通大臣の承
認が必要になります（建築基準法第 49 条第２項）。

１．特別用途地区（都市計画法第９条）による用途規制の緩和

【特別用途地区による用途規制の緩和事例】

そば店、喫茶店、民芸品店及び観光案内所等の用途の緩和例
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  ２．地区計画（都市計画法第 12 条の４）による用途規制の緩和 

【地区計画による用途規制の緩和事例】

原動機を使用する工場及び関連加工食品製造工場の用途の緩和例

地区計画は、地区住民等の良好な市街地環境を街区単位できめ細か
に実現していくため、地方公共団体が策定する、地区施設及び建築物
の整備、並びに土地利用に関する総合的な計画です。

特別用途地区と同様に、地区計画の区域内では、条例により用途規
制を強化又は緩和することができます。用途規制を緩和する場合には
、国土交通大臣の承認が必要になります（建築基準法第 68 条の２第
５項）。
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概要：昭和40年代に店舗を開業し営業を続けていた。第一種低層住居専用地域に指定され、共同住宅に
建替え後、近隣には食品・日用品販売店舗が不足。高齢化が進行し、身近に店舗等の立地を求め
る要望が寄せられ、共同住宅の１階部分にコンビニエンスストアの立地を行うため、用途変更を許可。

許可年月日 平成29年８月17日

用途地域 第一種低層住居専用地域

許可内容
一段階緩和した第二種低層住居専用
地域で供用されるもの（床面積150㎡
以内）

許可申請の背景
高齢化が進む住宅地でコンビニエンス
ストアを誘致することとなったため。

施設の概要
共同住宅の１階部分をコンビニエンス
ストアに用途変更。

周辺環境
の概要

立地
駅（申請地から1.6km離れた場所）に
行かないと日用品の買い出しに不自
由し、起伏が激しい地形。

接道 幅員1４ｍ道路に接道。

地域からの立地要望
周辺住民等から市に対して、コンビニ
エンスストア出店に関する要望書が提
出された。

１．許可施設の概要

構造・階数 鉄骨造・地上２階

敷地面積 約460㎡ 建築面積 約160㎡

延べ面積 約288㎡ 緩和用途面積 約150㎡

容積率/建蔽率 約62%/約35%（指定：100%/50%）

工事種別・内容 用途変更・増築

（１）敷地・建物の概要

（２）特例許可の概要

コンビニエンスストア
（申請建物）

道路（幅員14ｍ）

住宅

既存歩道
歩道状空地（幅員1.0ｍ）

荷
捌
場

配
達
車
用

住宅
駐輪場

増築部

駐
車
場

車止め
（固定式ポール）

屋外機
置き場

防音壁

緑地

緑地

緑地

注意喚起
看板

信号待ちの
歩行者用の
滞留空間

公園

駐車場

３．建築基準法第 48 条ただし書許可による許可 

建築基準法第 48 条ただし書許可は、用途規制により原則建築するこ
とができない建築物について、各用途地域における市街地環境を害す
るおそれがない又は公益上やむを得ないと認めて特定行政庁が許可
した場合、特別に立地を認める制度です。

許可に当たっては、原則として、許可の利害関係者から公開による意
見聴取を行い、かつ建築審査会の同意を得なければなりません（建築
基準法第 48 条第 15 項）。 

【建築基準法第 48 条ただし書許可による許可事例】 

第一種低層住居専用地域におけるコンビニエンスストアの許可事例
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はじめに 

本書の構成 

第１章 用途規制の緩和に係る概要 
（１）主な用途規制緩和手法の種類

（２）運用に係る各手法の特徴

（３）用途地域の変更の考え方

第２章 特別用途地区による用途規制の緩和 
（１）特別用途地区による用途規制緩和の考え方

（２）区域設定の考え方

（３）決定プロセスと各段階で配慮すべき事項

（４）関係部局との協議について

（５）周辺市街地環境へ及ぼす影響について

（６）参考事例

第３章 地区計画による用途規制の緩和 
（１）地区計画による用途規制緩和の考え方

（２）区域設定の考え方

（３）決定プロセスと各段階で配慮すべき事項

（４）関係部局との協議について

（５）周辺市街地環境へ及ぼす影響について

（６）参考事例

第４章 建築基準法第 48 条ただし書許可 
（１）法第 48 条ただし書許可の考え方

（２）許可基準

（３）審査プロセスと各段階で配慮すべき事項

（４）法第 48 条ただし書許可の審査に当たっての留意点（例）

（５）周辺市街地環境へ及ぼす影響について

（６）参考事例

（７）法第 48 条ただし書許可を巡るＱ＆Ａ

参考資料編 
 関係法令（法律、政令、省令、運用指針、技術的助言等）の抜粋

 特別用途地区、地区計画による用途緩和地区一覧

『建物用途規制緩和の運用実態とその解説』の構成
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